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効率賃金仮説と二重労働市場

中 谷 武

長期雇用と高賃金の一次労働市場と短期雇用と低賃金の二次労働市場かちなる二

重労働経済において,実 質賃金率と賃金格差の変動を理論的に検討する。モデルの

特徴は,一 次労働の実質賃金率については効率賃金仮説が有効であり,二 次労働市

場では実質賃金率が競争的に決まると想定することである。結論として,二 っの労

働の代替弾力性が需要弾力性を上回り,同 時にある上限を超えないならば,一 定の

条件の下で,一 次労働と二次労働の実質賃金率が共に低下し,同 時に賃金格差が拡

大することを示す。

キーワー ド 効率賃金仮説,二 重労働市場,賃 金格差

1.問 題

労働市場が同質的でな く,長 期雇用 と高賃金を特徴 とする正規労働 と短期で低賃金のパー

ト等の非正規労働 に分断 され,い わゆる二重労働市場を形成 していることはよく知 られてい

る。わが国でも近年,正 規雇用者を削減 して,短 期の非正規雇用に置き換える動 きが低成長

下の企業行動 として顕著 とな り,こ れが高失業 とあわせて雇用問題 を深刻化させている。 日

本以外のOECD諸 国でも,正 規雇用と非正規雇用(以 下,第 一次労働primarylaborと 第二

次労働secondarylaborと 呼ぷ)の 格差は,第 二次労働の雇用比率の増大,賃 金格差の拡大

という低成長下での定型化 された事実stylizedfactsと して観察 されている。

二重労働市場における雇用格差,賃 金格差 を理論的に説明する試みは,McDonald&Solow

(1981)(1985)以 来多 くの人々によって行われて きた。McDonald&Solowで は,第 一次雇

用者の賃金率については労使交渉によって,労 働者が実質賃金率の水準に一定の影響力をも

つのに対 して,第 二次労働者の賃金 は競争的に労働需給を均衡 させ るように決 まるとしてい

る。 また,第 二次労働者が有利な第一次労働市場にアクセスす るには,一 時的に失業者プー

ルに入る必要があると想定 している。これは競争的労働市場で生 じる非自発的失業 を説明す

るための工夫である。その後,吉 川(1992)は 代表的家計が主たる労働 と従たる労働の二種

類 を供給するというアイデアを用いて,賃 金格差が不況期 に拡大 し,好 況期に縮小すること

を示す簡潔な理論モデルを提示 した。そこでも第二次労働市場は完全競争下で,需 給均衡が

成立 してお り,第 二次労働市場 に失業 は存在 しない。
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本稿の問題意識は第二次労働市場が競争的であることが果た して労働需給の一致 をもた ら

す と言えるか どうかという点にある。労働需給の影響を受けて競争的に変動するのは名目賃

金率であ り,物 価は労働市場ではな く財市場の影響 を受けて動 く。その結果,最 終的に第二

次労働者の労働市場で需給が均衡するかどうかは必ず しも明らかではない。 このような,よ

りケインズ的な特徴 を持 った二重労働経済モデルを設定 して,主 として賃金格差 に関する分

析 を行 うのが本稿の 目的である。そして,不 況下で一次 ・二次労働者の失業の存在,賃 金格

差の拡犬が生 じる条件 を明らかにしたい。

筆者は既にこの問題を中谷(2001)で 論 じたが,そ こでは労働供給行動の分析 は行わなか

った。従って,失 業の存在 とその変化の分析は十分でなかった。本稿はそれ を補 うものであ

る。

2.一 次労働 と効率賃金

効率賃金仮説は労働効率が実質賃金率に依存するという考えである。これを定式化 したL .

Summers(1988)の 議論を採用 して,二 重労働市場の基幹的労働市場の賃金決定 をモデル化

する。二重労働市場では,第 一次労働者の賃金率が第二次労働者に比較 して高いこと,ま た

失業や賃金の低い第二次労働市場の存在に もかかわらず,第 一次労働の賃金率が下落 しない

ことを示すのが一つのポイン トとなる。効率賃金仮説は労働効率が賃金率の増加関数である

と考 えることによって,こ のような特徴 を簡単に説明するモデルである。足立(1998)は 効

率賃金仮説による実質賃金率 と失業率の関係 を論 じた。本稿では,効 率賃金仮説を二重労働

経済モデルに拡張する。

代表的な企業 を第 ゴ企業 として,生 産には第一次労働 と第二次労働の二種類の労働投入が

必要である。労働の代替の弾力性をσ(一 定)と して,CES型 の生産関数を仮定すると

yf躍[(A1θiNli}P+(A2N2i)P]11pO<σ ・・1/(1一ρ)〈・・(1)

となる。ここで,θiは 第一次労働の労働効率関数である。Su㎜e聡(1988)に 習 って,こ れ

を次のように定式化 しておこう。

θi=(tOli-x》α0≦ α≦1(2)

ここで,xは 留保賃金率(reservationwage)で あ り,そ の企業の外部で期待され る賃金水準

である。また,α は賃金変化 に対する労働効率の弾力性 を表す。企業は右下が りの短期需要関

数

y2=現(PilP)一 ε 従 って ρゴ=P(y2!Ei)'11ε(3)

ただ しε>1

に従って行動する。E,,Pは それぞれ第i企 業が直面する期待需要,一 般物価水準で,ε は需

要の価格弾力性である。企業は利潤ni



効率賃金仮説と二重労働市場 47

属 冒R`-PtoliNli--Ptu2N2i

ただしRξ8蛮鶏r班 ～/ε】弓一11ε

を最大化するように,二 種類の雇用量2>li,1>2iと 第一次労働の実質賃金率 ωエごを決める。 こ

の企業 にとって,一 般物価水準Pと 第二次労働者の実質賃金率ω2は 外生的に与えられるパ

ラメータとする。利潤極大条件が満たされるためには価格弾力性 εは1よ り大でなければな

らない。以下ではこれが満たされていると仮定する。第一次労働者は,労 働効率が実質賃金

率の増加関数であることか ら,企 業 は効率単位当たり実質賃金率が最小になるように実質賃

金率の大 きさを決定するのが合理的 となる。その条件は,労 働効率の実質賃金率に対する弾

力性が1に なること,す なわち

dθ・竺
.1(4)

dtOliθi

で あ る。 これ はいわゆ るソ ロー条 件 であ るが,今 の場 合,こ れ を具 体的 に求 め ると

tUll「=五

θi=(αtOli>a

(5)

(6)

となる。賃金率 に対する労働効率の弾力性 αがゼ ロであれば,第 一次労働者の実質賃金率は

留保賃金率 κに等 しくなる。 しかし,弾 力性が正であれば,留 保賃金率 を上回る。

利潤極大化条件か ら,第 一次労働者 と第こ次労働者に対する労働需要関数,お よび生産量

を求めて書 き直すと,次 式が得 られる。

・縞 ・-Ei(1-÷)e((嵩 アつ・(劉 つ 岡1側(嵩r

A・N・F君・(1号 γ((嵩 アーa+(髪腔 卿"(劉

y・-Ei(1--1-)e[(潮 奪(劉 季

(7)

(8)

(9)

さて,い ま経済 全体 が,生 産関数,需 要 関数,労 働効率 関数がすべ て共通で ある%個 の同

質 的 な企業 か ら成 る としよう。その とき,第 一次労働者の 実質 賃金率,労 働効 率は全企業 で同

一 とな り
,ω!`;軌,θ,=θ で あ る。 また,経 済全体 の短期需要 量Eに 対 して島=E/nが 成

り立 つ とす る と,労 働需要量 はN1=ΣNli-一 一tafVli,1%3Σ1ゾ2f置 πハ1艶 生産量Yは γ=ΣYi=nYi

とな る。短 期予 想需要 量Eと 実質賃 金率 ω1,ω2が 雇 用量N、,N,と 生 産 量Yに どう影響 す

るか を考 えるために,(7)か ら(9)を 変 化 率で表 す と,次 の よ うにな る。ただ し労働効率 θは

(6)式 を考慮 してい る。

瓦32-{a÷ ε(1一 の}61-(ε 一σ)∂2(1σ)
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N2-E-(ε 一σ)(1一α)di「εめ2(11)

Y=E一 ε(1一α)d)1一εc≡}2(12)

これか ら次のことが分かる。

(1)短 期予想需要Eが 増大すると第一次労働,第 二次労働への需要量および生産量は同 じ

率で増大す る。 この意味で,Eは 雇用の相対比率には中立的である。

(2)実 質賃金率 と雇用の関係については,直 接対応す る労働種類については減少関数であ

るが,他 の労働 に対するクロスの効果はε一σの符号に依存する。

労働の代替弾力性 σが需要の価格弾力性 εより小であれば,実 質賃金率の雇用に対する交差

効果はマイナスとなって,実 質賃金率が上昇すると労働需要 は第一次,第 二次共に減少す る

が,σ がεを上回ると符号は逆転する。これは,σ が大であれば第一次労働の実質賃金率が増

大す ると第二次雇用への需要が増え,逆 に第二次労働の実質賃金率が増大すると第一次雇用

の需要 にプラスの影響を及ぼすか らである。

次に,留 保賃金率κの決定を考えよう。留保賃金率は第一次労働者が職を失った場合の機会

賃金率を示す。それは第一次労働者が他企業で職を得 る場合の期待賃金率 婿 と職 を得るこ

とが出来 ない場合の期待収入に依存す る。職 を得られない場合の期待収入は失業保険等であ

るが,こ の収入が再雇用 される場合の収入ωrに対する比率をの と仮定 しよう。のは1よ り

小 とする。また,再 雇用 される確率は第一次労働者の雇用率1一 π1に等 しいとすると,留 保

賃金率は次の ようになる。

κ=ωf{1-(1-tO-)Ul}(13)

以上で,一 次労働 と二次労働に対する需要量,お よび一次労働の実質賃金率が決定 される。

これをもう少 し詳 しく見 ることに しよう。

3.労 働需要と賃金率

効率賃金仮 説 を仮定 した一次労働 の失業率 と実質賃 金率の 関係 を調べ よう。それ ぞれの労

働供 給量 をL、,L2と す る と,失 業率u、,u2は(1-u、)L、=1V、,(1-u2)L2=2V2と な る。 こ

れ と(6)を 用 いる と,(7)式 か ら第一次労働 の失業 率 と実質 賃金率の 関係 が得 られ る。 これ

を次の ように表 そ う。

π1=f(ω1,ω2,L1,、E)∂ ∫ノ∂ω1>0(14)

これ は企業 の最適 な雇 用決定 条件 を表 してお り,賃 金率 ω、と失業 率 π、の間 には正 の関係 が

ある。次 に,(13)と く5)か ら,両 者 に負 の関係 が存在 す ることが導 け る。 これを

Ul=g(ω1,ω 望,～b)Og/∂ ω1<0(15)

と表 そ う。 これは効率賃金仮 説か ら導 出 され る実質賃金 率 と失業率 の関係 を示 して いる。 負

の関係 が存在 す るの は,例 えば,失 業 率が増大 す る と失 職 した場合 の留保賃金率 が下落 して,
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それが効率賃金仮説か ら決 まる実質賃金率の水準を引き下げるからである。(14)と(15)を 図

示 したのが,図1で ある。

ul

ω1

図1

いま,二 次労働者の実質賃金率 ω2が増大 したとしよう。ω2が上昇 したとき二次労働 に対す

る需要は減少するが,一 次労働の実質賃金率や失業率はどうか。労働の代替弾力性 σが需要

の価格弾力性 εより小であれば,図2-1の ようにノ曲線は左方にシフ トする。その結果,一

次労働の雇用は減少 し,し たがって失業率は上昇 し,実 質賃金率は下落する。逆に,労 働の

弾力性が需要の代替弾力性 を上回れば,図2-2の ようにf曲 線は右方にシフ トして,一 次雇

用量は増大 して失業率は減少 し,実 質賃金率は増大する。労働の弾力性が大 きいと,ω2が 上

昇 したとき,一 次労働 に対する需要が増六 し,そ の結果,妨 が増大 し,失 業率 循 は低下す

るのである。

uI

図2-1ε 一 σ>0

ω1

Ul

図2-2ε 一σ 〈0

ω1

また,短 期需要を示すパ ラメータEの 増大は,図2-2と 同 じように,一 次労働の失業率の

低下,実 質賃金率の上昇をもたらす。

以上は二次労働の実質賃金率 を与件 とした場合の影響である。二重労働経済での賃金格差,

雇用格差 を検討す るためには,二 次労働者の実質賃金率を内生化 して論 じる必要がある。ま

た,賃 金格差 と失業の併存を説明するためには,企 業の雇用決定だけではな く,一 次労働 と

二次労働 を供給す る家計の労働供給行動を明らかにする必要がある。
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4.家 計の労働供給

家計部門は正規の一次労働 とパー ト等の二次労働 を共に供給す るとしよう。それぞれの賃

金を与えられた ものとして,家 計は消費と余暇から得られる満足 を最大にするように二種類

の労働供給量 を決定する。それぞれの労働供給の上限を1,(i=1,2),全 体 として可能な労働供

給の上限をZ←Zi+Z2>と する。この とき,家 計の行動が次のように表現 され るとする。

Maxcfi(i-11-i2)1'β

s.t,C=coll1+ω2Z21i≦li(i=1,2)

ここで,0≦ β≦1で あり,実 質賃金率については一次労働者のほうが高いことを仮定する。す

なわちω1>ω2で ある。 この とき最適化の解は次のようになる。

ll=1](16)

12=β1,一(1一β)∫1ω1!ω2

つ まり,一 次労働 は可能な上限まで供給 し,二 次労働についてはもし家計の効用が余暇に反

応 しないな らば(β=1),供 給上限まで供給する。家計の効用が余暇に反応する場合は,二 次

労働の供給量は一次労働の供給上限1、,二次労働の供給上限12,実 質賃金率ω1,ω2に依存す

る。

この定式には,一 次労働から得 られる賃金所得'、ω、が減少すれば,家 計は二次労働の供給

を増や して家計収入を補おうとす る,い わゆる二次労働の付加的労働力効果が表現 されてい

る。 また,二 次労働の実質賃金率の増大は二次労働の供給を増やす効果を持つことも表 して

いる。高賃金の一次労働が非弾力的に供給されるのに対 して,二 次労働 は一次雇用の状態や

実質賃金率の変化に反応 して供給量が決まるという労働供給側の特徴が表現 されているので

ある。

さて,以 上のような代表的家計が窺個存在す るとしよう。経済全体の労働総供給量は

、乙1=ml1(17)

L2=ml2

となる。

5.第 二次労働の実質賃金率の決定

次に,二 次労働者の実質賃金率 ω2の決定に移る。二次労働市場が競争的であれば,二 次労

働者の実質賃金率は二次労働市場の需給均衡から決 まるとする考 えがある。 しか し,労 働市

場が競争的であることと完全雇用は同値ではない。つまり,労 働市場が競争的であることは,

名目賃金率が失業に反応 して弾力的に変化することを意味する。 しか し,実 質賃金率は名 目

賃金率 と物価水準の相対関係で決 まるか ら,名 目賃金率が変動 して もそれによって必ずしも
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完全雇用が保証されるとは言えない。別 に物価変動を考慮する必要があるか らである。

最 も単純なケインズ的想定は,労 働市場ではな く生産物市場の需給均衡から実質賃金率の

決定 を論 じるものである。例えば,名 目賃金率が固定的な下で物価が有効需要 を反映 して変

化す る経済では,実 質賃金率は生産物市場の需給均衡か ら決 まる。逆に,一 般物価水準が固

定的で,名 目賃金率が労働需給に感応 して伸縮的に動けば,実 質賃金率は労働市場 を均衡 さ

せ る水準 に決 まる。本稿では,よ り一般的に二次労働者の実質賃金率は労働市場 と生産物市

場の両方の影響 を同時に受けて変動すると考 える。すなわち労働市場の不均衡は名 目賃金率

に影響 し,生 産物市場の不均衡は一般物価水準 に影響する1そ の総合結果 として二次労働の

実質賃金率は運動すると考えるのである。これを次のように定式化 しよう。

di・一(1V2L
2)¢一(多)'"e(18)

ただし,D=1)(ωINI+ω21V2)(19)

(18)式の右辺第一項は労働市場の需給状態による名目賃金率の変化を,第 二項は生産物市場

の需給による一般物価水準の変化を表 している。ここで,φ は実質賃金率の決定に労働市場

と生産物市場がどの程度影響するかを示すパラメータである。φが1の 時は一般物価水準は

生産物需給に反応せず,二 次労働の実質賃金率は二次労働の労働市場で完全雇用が成立す る

ように決まる。逆 に,φ が0の 場合は名目賃金率は労働需給に反応せず,実 質賃金率は生産

物市場で需給が均衡す るように決 まる,商 品市場による実質賃金率決定モデル となる。φは

0と1の 間の値 をとるとする。(19)式 のDは 生産物需要であ り,賃 金総額の増加関数である

としてお く。

6.生 産物需要と賃金

賃金 の上昇 は生 産物需要 にどう影響す るだろ うか。賃 金上昇 は賃金所得 を増や して直接 に

財需要 に影響 す るが,雇 用 の変化 を通 じてマイナス に も作用 す る。効 率賃 金 を考慮 した二重

労働市場 にお いて,賃 金 と財 需要の関係 は どうなるだろ うか。

(10)(11)を 考 慮 して(19)よ り財需要の変化 率 を求 め ると次の ようにな る。

D=Dw【E+(1-a){σ(1一 λ)+λ 一ε}dii+{λ(σ 一1)+1-・}di、1(20)

こ こ で,Dwは 総 需要 の賃 金総額 に関 す る弾力性 で,1よ り小 と仮 定す る。λは一次労働 の賃

金 シェア

tOINI
λ=
tOINI+ω21サ2

で,も ちろん1よ り小 で あ る。

これ か ら次の こ とが分 か る。
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(1)企 業の予想短期需要Eの 増大は,財 需要を増大 させ る。

(2)労 働の代替弾力性 σが十分大 きくなると,一 次,二 次いずれの実質賃金率が上昇 して

も財需要は増大する。

㈲ 一次労働の実質賃金率 ω、の財需要への影響がマイナスからプラスに転 じる代替弾力

性 耐 と,二 次労働の実質賃金率ω2の 財需要への影響がマイナスからプ ラスに転 じ

る代替弾力性σ!が存在する。σr,σ!は いずれ も1よ り大,ε より小の範囲にあり,そ

の大小は一次労働の賃金所得シェア λの大 きさに依存 し,λ>1/2で あればσ↑<σEと

なる(逆 は逆)。

労働の代替弾力性が大 きいほど生産物需要が増大するのは次の理由である。実質賃金率が上

昇すると,そ の種類の雇用は減少するが,他 の労働に対する需要は代替弾力性 σに依存 し,

σが大 きいほど他の労働需要を増犬させ る。その結果,全 体としての雇用量の低下が抑制され

る力が作用するか らである。

以上で,二重経済モデルの実質賃金率,雇 用量が決定される。二次労働者の実質賃金率ω2

が与えられると,(14)(15)で 一次雇用者の実質賃金率 ω、と雇用量N、 が決 まる。家計部門は

(16)か ら一次労働,二 次労働の供給量 を決める。企業は(8)(9)の ように二次労働の雇用量

N2,生 産量Yを 決めるから,二 次労働市場の需給状態 と生産物市場の需給状態が決 まり,そ

れが二次労働の名目賃金 と一般物価水準 に影響 し,(18)式 のように二次労働 の実質賃金率が

7.体 系 の 安 定 性

変動す るのである。次にこのような動学体系の安定性 を調べよう。

さて,以 上の動学体系 を整理 しておこう。

(1一 π1}規 ら=1V1

(1一 α)ω1=ωf{1-(1一 励 π1}

(1-u2)ム2=N2

面・一(鍔r-(号)'"e

(21)

(22)

(23)

(24)

ただ しN,,N・,yは(7)か ら(9)式 に(6)を 代 入 して,添 字iを 除い た式 で与 え られ る。L、

は(16)(17)で 決 まる。

この体系 の安定条件 を調べ ると次の ようになる。

舞 一(瓠{坊 ξ(ω1・w・)・B・}・・
(25)

ただ し
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Bl一 φ((1-・x・ 一・)・(1一 β)畿)

一(1-一 φ}(1一 α)[{λ+σ(1一 λ)〕D
w+ε(1-Dw》]

B・一一¢← ・(1一 β}鋤)一(1一 φ)1(州 一・)鯛1-・ ・)】・・

とな る。 ここで,ξ(ω 、,ω2)は ω、の ω2に 関す る弾力性 であ り

ξ(・画)一 畿 一一爵

居 器1≡ 面蛇 岡 ・・〉・

F2冨 ε一σ

で あ る 。

(26)

(27)

(28)

これから,一 次労働の実質賃金率が二次労働の実質賃金率の変化に対 してあ まり大 きく反

応 しないなちば,体 系は安定的とな ワ,任 意の初期値から出発 した経済は実質賃金率が一定

となる定常均衡に収束することが分かる。このモデルの定常均衡では,φ=1の 特殊な場合 を

除いて二次労働市場にも失業が存在する。そこでは,定 常均衡は名目賃金率と物価が共に低

下する準均衡状態である。一次労働市場では効率賃金仮説か ら実質賃金率が決まってお り,

ここでも失業が存在 している。以下では,こ の安定条件(25)が 成 り立つことを仮定する。

8.需 要シ ョックと賃金格差

本稿では企業の短期予想需要Eは 外生的なパラメータとしている。予想需要の変化が定常

均衡の実質賃金率にどの ような影響 を及ぼすか を調べ よう。二つの実質賃金率 ω、,ω2は次

の式か ら決 まる。

(1一α)ωrωf{1-(1-w')Ul(ω1,ω2,E)}(Fl(29)

(N2(ω レω2,互}乙2(ωエ,ω2})e-(多鴇li篭 芸1γゆ1・1(30)

[F]は 効率賃金仮説による一次労働の実質賃金率の決定,[B]は 第二次労働市場 と生産物

市場による二次労働の実質賃金率の決定 を表 している。 これか ら次式を得る。

F1ω1+F2ω2竃E(31)

B1ω1+β2ω2=()E(32)

C=一 φ一(1一φ)(1-Dw)<0

短期需要の変化に対する二つの実質賃金率の変化は,一 般物価水準が固定的で二次労働の実

質賃金率ω2が 労働市場主導で決 まる(φ が大)か,逆 に二次労働の名 目賃金率が固定的で
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ω2が生産物市場主導で決 まる(φ が小)か というφの大小,さ らに需要の弾力性 εと労働の

弾力性 σの大小の二つのパラメータの組合せによって,様 々なケースに分け られる。φが大

きい場合 を,便 宜上,固 定物価経済,¢ が小さい場合を固定賃金経済 と呼ぶことに して,次

のように4つ にケース分け しよう。

(ケ ー ス1)

(ケ ー ス2)

(ケ ー ス3)

(ケ ー ス4)

固定賃金経済で,労 働の弾力性が需要の弾力性を上回る場合

固定賃金経済で,労 働の弾力性が需要の弾力性を下回る場合

固定物価経済で,労 働の弾力性が需要の弾力性を上回る場合

固定物価経済で,労 働の弾力性が需要の弾力性を下回る場合
　

安定条件 を考慮 しなが ら,ケ ース1か らケース4を 図示す る と,図3の ようになる。

ω2

ケ ー ス1

ω1

ω2

ケー ス2

ω1

ω2 ω2

B

ω1ω1

ケース3ケ ース4

図3

図の破線は,正 の短期需要ショック(E>0)が 生 じたときの,曲 線F(29)と 曲線B(30)の

変化を示 している。

ケース1と ケース3で は短期 需要の増大 は実質賃金率 ω、,ω2を 共に上昇 させ る。 しか し,ケ

ース2と ケー ス4で は二次 労働 の実質賃金 率は上昇 す るが
,一 次労働 の実質賃金率 は下落す

　

る。その結果,次 の こ とがわか る。

[命 題1]ケ ー ス2と ケース4で は賃金率格差 ω、/ω2は 縮 小す る。
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3

ケース1と ケース3で は賃金格差の変動方向は確定 しないが,次 のことが分かる。

[命題2]ケ ース1,ケ ース3い ずれの場合 も,σ 〈♂ ならば賃金格差は縮小する。逆に

σ〉♂ ならば拡大する。ただ し

σ*-1… 鍛 毒 ・・(1-・)・・+・

以上の結果 を参考にして,不 況下において実質賃金率が共に低下 し,同 時に賃金格差が拡

大するようなケースを考えることに しように。不況を需要パ ラメータEの 減少 とみると,そ

のとき実質賃金率が共に低下 して,賃 金格差が拡大する状況が生 じるのは,ケ ース1と ケー

ス3で,労 働の代替弾力性が σ<♂ という条件 を満たす場合であることが分かる。この場合,

短期の予想需要が低下すると図3と シフ トの方向が逆になり,ケ ース1で は曲線Bと 曲線F

が共に左方にシフ トする。一次労働の実質賃金率が低下 し,そ の後二次労働の実質賃金率は

それ以上に低下 して,賃 金格差は拡大す る。ケース3で は,曲 線Fは 左方へ曲線Bは 右方ヘ

シフ トするが,実 質賃金率の変動は上の場合 と同 じである。

9.固 定賃金 と固定物価

固定賃金 と固定物価 とでは運動にどのような違いが生 じるのだろうか。図3か らわかるよ

うに,固 定賃金経済のケース1と 固定物価経済のケース3で,短 期需要ショックに対する実

質賃金率の運動は同一であるが,そ れはなぜだろうか。我々は,(21)～(24)か ら分 かるよう

に,効 率賃金仮説による一次労働の実質賃金率ω且の方が,需 給動向を反映する二次労働の実

質賃金率 ω2よ り速やかに反応すると仮定 している。従 って,実質賃金率ω1,ω2は 効率賃金を

表す曲線F上 を動 くことになる。曲線Fは いずれの場合 も右上が りであるから両者に違いは

無 いのである。

もし,逆 に二次労働の実質賃金率が需給動向に反応 して速やかに変化 し,効 率賃金仮説に

よる一次労働の実質賃金率が遅れを伴って変化するならばどうか。この場合は実質賃金率は

ω2

ケ ー ス1

B

ω1

ω2

ヴ

ケ ー ス3

・P

}ノ

B

ω1

図4E減 少の場合
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曲線Bに 沿って運動することにな り,旧 均衡Pか ら新 しい均衡Pへ の運動は図4の ように

実線から破線に変わる。

固定賃金のケース1の 場合,ω2は いったん下落 して,そ の後 ω、の下落に伴って上昇に転 じ,

新 しい均衡P'に 向か う。他方,固 定物価のケース3で は,ω2の 下落後ω、に低下に伴って

ω2も さらに下落 してい く経路 をとる。このように固定賃金か固定物価かはω2が ω1よ りも

速やかに調整されるような経済においては異なった移行経路 をとることが分かる。

10.財 需要の賃金弾力性 と移行経路

第二次労働の実質賃金率 ω2が 第一次労働の実質賃金率 ω、よりも速やかに調整 される破

線で示 したケース(図4の ケース1)で は,需 要パ ラメータEの 低下は実質賃金率ω2の オー

バーシュー トを生 じる。すなわちω2は一度下落 し,そ の後徐 々に回復するのである。ところ

で,ケ ース1は 固定賃金経済であり,ω2の 調整は名 目賃金率ではなく,財 市場の需給による

物価変動を通 じた調整である。その場合になぜ需要Eの 下落が ω2の下落 をもたらすのだろ

うか。その理由は短期需要Eの1%変 化は(20)か ら財需要 にDw%の 変化 をもたらすのに対

して,供 給側 には(12)よ り同 じ1%(>1)w)変 化 させるからである。つまり,Eの 減少の結

果,財 市場には超過需要が生 じ,物 価が上昇 しω2は 下落する。

このような変化は企業の生産決定がEの 変化に瞬時に反応するのに対 して,財 需要は賃金

所得の変化から独立な一定の財需要の存在 を仮定 して,賃 金所得が1%増 大 しても総需要の

増大は1%に 充たない と仮定 しているからである。もし,Dw;1と して,総 需要が賃金所得

と同率で変化するとすればどうか。この場合,φ=0の 固定賃金経済 では(32)でC=0と な り,

曲線Bは シフ トしない。その結果,図5破 線の ようにω2は,マ イナスの需要ショックに対 し

て当初は増大 しその後徐々に下落す るが,当 初の水準 に比べると上昇する。ω1は低下するの

で,賃 金格差は縮小する。

ω2

B

ω1

ケ ー ス1

図5φ=0,Dw=1でE下 落 の場 合
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11.お わ り に

本稿では,一 次労働の実質賃金率が効率賃金仮説によって決まり,二 次労働市場は競争的

に変動する二重労働経済 を考えた。二次労働の実質賃金率は労働市場だけでな く財市場の影

響を受けて変動する。このような二重経済 モデル を構築することで,我 々は一次労働市場 と

二次労働市場で共に失業が存在 しながら,実 質黄金率が一定 となる定常均衡の存在を示 した。

その定常均衡 において,財 需要が低下 した ときに,一 次労働 と二次労働両方の実質賃金率が

共に低下 し,賃 金格差が拡大するのは,需 要の弾力性 よりも労働の弾力性が大であり,同 時

に労働の弾力性がある値 を上回 らない中位的な大 きさをとる場合であることを示 した。

注

*本 稿は科学研究費,基 盤研究(BXI),課 題番号13430003の 援助 を受けている。

1ケ ース2で 曲線Fの 方が曲線Bよ り傾 きが大 きい場合は安定条件(24)を 満 たさないので排除さ

れ る。同様 に,ケ ース3で 曲線Bが 曲線Fの 傾 きより大 きい場合,ケ ース4で 曲線Fが 曲線Bの

傾 きより大 きい場合はいずれ も定常均衡は不安定 になる。

2∂ ωlF2C　 　　　
∂露 ∠

∂ω2FiC

∂Ed

∂(ω11ω2)C(Fl+F2)

OEA

た だ し,A=F2Bz{9(B)-9(F)}

g(F),g(B)は[F][B]の 傾 きで,g(F)=-F、/F2,g(B)=-B,/Bzで あ る 。

ケ ー ス1の 場 合,g(F)>g(B)ま た ε一 σ〈0よ りF2〈0,さ ら にB,〈0よ りA〈0で あ る こ と

か ら,本 文 の 結 果 を 得 る。 他 の ケ ー ス の 計 算 は省 略 す る。

3σ<σ 。は ♂=F、+ε に 注 意 す る と,F且+F,>0と 同 値 で あ るか ら,賃 金 格 差 ω、/ω2の 動 き は

F,+F,に 依 存 す る 。
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